
様式第 1号（第 7条関係） 

 

  令和  年  月  日 

 

鹿角市長 様 

 

申請者 住所   鹿角市                

 

事業所名                    

 

代表者名                      

 

電話番号                    

 

鹿角市再エネ推進補助金（自家消費太陽光・蓄電池）交付申請書 

 

鹿角市再エネ推進補助金の交付を受けたいので、鹿角市再エネ推進補助金交付要綱第７

条の規定により、次の添付書類を添えて申請します。 

 

添付書類 

(１) 事業計画書（様式第２号） 

(２) 誓約書（様式第３号） 

(３) 補助対象経費等を確認できる書類（見積書等） 

(４) 設備等の仕様書等 

(５) 事業を実施する箇所の概略図 

(６) 事業を実施する箇所の現況写真 

(７) 市区町村の税の滞納がないことを証する書類（申請の日前３か月以内に発行され

たもの） 

(８) 事業を営むことがわかる書類（所得税・法人税確定申告書の写し等。補助申請者が

事業者の場合に限る。） 

(９) 設備等を整備する建物の所有状況がわかる書類 

(10) 建物所有者が設備等の設置に承諾した旨の書類（補助申請者以外の者が所有する

建物において、設備を整備する場合に限る。） 

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

① 適正導入量計算書 

② 発電シミュレーションの結果が分かるもの 

③ 伏図等設置箇所の詳細が分かるもの 

④ 住所要件を証明するもの（個人のみ） 
 



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

様式第 2号（第 7条関係） 

事業計画書 

 

１ 実施する補助事業の種類及び補助率等（該当する種類に○印を記入） 

事業の種類 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（ア）太陽光設備 

【個人】補助率等 7 万円/kW 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（イ）蓄電池 

【個人】補助率等 1/3 もしくは 5万円/kWh の金額の低い方 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（ア）太陽光設備 

【事業者】補助率等 5 万円/kW 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（イ）蓄電池 

【事業者】補助率等 1/3 もしくは 6万円/kWh の金額の低い方 

 
イ 地域共生・地域裨益型再エネの立地（キ）太陽光設備 

【太陽光】補助率等 1/2 

 
イ 地域共生・地域裨益型再エネの立地（ケ）熱利用 

【家庭用】補助率等 2/3 上限 10 万円 

 

２ 事業概要 

申 請 者 名   

事 業 実 施 場 所 

（事業場等の所在地) 
 鹿角市 

事業場等の所有者   

設 備 等 の 種 類  太陽光設備・蓄電池 

設 備 等 の 数 量 太陽光設備  kW ・ 蓄電池  kWh 

事 業 費 等 

事業費（円） 補助金申請額（円） 

  

工      期 

着工予定年月日 完了予定年月日 

令和  年  月  日 令和  年  月  日 

施 工 予 定 業 者  

※ 設備等の更新に係る物件の概略図を添付してください。 

※ 事業を営むことがわかる書類（確定申告書等）、市税納税証明書を添付してください。 

※ 事業場の所有者が申請者と異なる場合は、事業場の所有者の同意書を添付してください。 

※ 完了予定年月日は工事費の支払予定日を記入してください。 
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３ 設備等の数量の詳細 

（メーカー、型式、能力（時間当たりエネルギー使用量など）、設置基数） 

 １ 太陽光発電設備 

   メーカー： 

型式： 

能力： 

数量： 

 ２ パワーコンディショナー 

   メーカー： 

型式： 

能力： 

数量： 

● 太陽光パネルとパワーコンディショナーの容量の比較 

   (1) 太陽光                   kW× 枚＝   kW ① 

   (2) パワーコンディショナー 蓄電池向け出力  V× A＝   kW 

                  交流向け出力          kW 

                  合計              kW ② 

               ①②を比較し、小さい出力は      kW 

                   小数点以下切り捨て        kW 

   ■事業費内訳（税込み）                     【単位：円】 

経費区分 経費 補助対象経費 積算内訳 

内：工事費    

内：設備費    

内：業務費    

内：事務費    

外：その他    

合計    

   ■合計 

    金額：円 補助対象経費：円 

    補助申請額 50,000 円× kW＝円 

   ■確認事項（チェック欄にレ点を入力してください） 

内   容 ﾁｪｯｸ欄 

・実施要領別紙２（２）交付対象事業を満たすものであること  

・商用化され、導入実績がある設備であること  

・中古設備ではないこと  
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・発電した電力の 30％以上を自家消費するものであること。ただし、消

費する電力量を含めて 50％以上を当該再エネ発電設備と同一都道府県

内の需要家が消費すること 

 

・固定価格買取制度（FIT）または FIP 制度の認定を取得しないこと  

・自己託送を行わない設備であること  

・法定耐用年数を経過するため J-クレジット制度へ登録しないこと  

・再エネ特措法に基づく「事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）」に

定める遵守事項に準拠した事業であること 
 

 
‣地域住民や地域の自治体と適切なコミュニケーションを図るとと

もに、地域住民に十分配慮して事業を実施するよう努めること 
 

 
‣関係法令及び条例の規定に従い、土地開発等の設計・施工を行うこ

と 
 

 
‣防災、環境保全、景観保全を考慮し交付対象設備の設計を行うよう

努めること 
 

 ‣一の場所において、設備を複数の設備に分割したものでないこと  

 

‣20kW 以上の太陽光発電設備の場合、発電設備を囲う柵塀を設置する

とともに、柵塀等の外側の見えやすい場所に標識（交付対象事業者の

名称・氏名・住所・連絡先電話番号、保守点検責任者の名称・氏名・

住所・連絡先電話番号、運転開始年月日、本交付金により設置した旨

を記載したもの）を掲示すること 

 

 

‣電気事業法の規定に基づく技術基準適合義務、立入検査、報告徴収

に対する資料の提出に対応するため、発電設備の設計図書や竣工試

験データを含む完成図書を作成し、適切な方法で管理及び保存する

こと 

 

 ‣設備の設置後、適切な保守点検及び維持管理を実施すること  

 

‣接続契約を締結している一般送配電事業者又は特定送配電事業者

から国が定める出力制御の指針に基づいた出力制御の要請を受けた

ときは、適切な方法により協力すること 

 

 

‣防災、環境保全、景観保全の観点から計画段階で予期しなかった問

題が生じた場合、適切な対策を講じ、災害防止や自然破壊、近隣への

配慮を行うよう努めること 

 

 ‣交付対象設備を処分する際は、関係法令の規定を遵守すること  

 

‣10kW 以上の太陽光発電設備の場合、交付対象設備の解体・撤去等に

係る廃棄等費用について、「廃棄等費用積立ガイドライン」（資源エネ

ルギー庁）を参考に、必要な経費を算定し、積立等の方法により確保

する計画を策定し、その計画に従い適切な経費の積立等を行い、発電
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事業の終了時において、適切な廃棄・リサイクルを実施すること 

 

‣10kW 以上の太陽光発電設備の場合、災害等による撤去及び処分に備

えた火災保険や地震保険、第三者賠償保険等に加入するよう努める

こと 

 

・補助対象設備に対し、国の他の補助金等を受けていないこと  

・設備設置後 5年間自家消費量の報告ができること  

※ 設備容量が太陽光パネルとパワーコンディショナーの低い方を採用していること

を確認してください。なお、ハイブリッド型のパワーコンディショナーを採用する場

合はその方式が分かる資料を添付してください。 
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 ２ 蓄電設備 

   メーカー： 

型式： 

能力 

数量： 

   ■事業費内訳（税込み）                     【単位：円】 

経費区分 経費 補助対象経費 積算内訳 

内：工事費    

内：設備費    

内：業務費    

内：事務費    

外：その他    

合計    

   ■合計 

    金額：円 補助対象経費：円 

    補助該当の確認 円／kWh＝円【該当：190,000 円以下】 

    補助申請額積算 ① 60,000 円×kWh＝円 

            ② 円×1/3＝円 

            いずれか安い方 円を採用 

   ■確認事項（チェック欄にレ点を入力してください） 

内   容 ﾁｪｯｸ欄 

・１の太陽光発電設備の付帯設備であること（単体は対象外）  

・実施要領別紙２（２）交付対象事業を満たすものであること  

・商用化され、導入実績がある設備であること  

・中古設備ではないこと  

・蓄電池の価格が 19.0 万円/kWh 以下であること  

・原則として、太陽光発電設備で発電した電気を蓄電するものであり、

非常用予備電源ではなく、平常時充放電を繰り返すことを前提とした

設備であること 

 

・20kWh 以上で、鹿角広域行政組合火災予防条例（平成 6年条例第 9号）

で定める安全基準の対象となる蓄電システムであること 
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４ 収支予算書 

 

（１）収入内訳 

項目 金額 

本補助金申請額 円    

特定財源 円（Ｂ） 

自己資金 円    

その他 円    

合計 円    

 ※特定財源は、本補助金及び自己資金を除く特定の財源を指します。 

 

（２）支出内訳 

項目 金額 うち補助対象経費 

対象内経費：工事費 円 円 

対象内経費：設備費 円 円 

対象内経費：業務費 円 円 

対象内経費：事務費 円 円 

対象外経費：その他経費 円  

合計 円 円（Ａ） 

 ※補助対象経費の項目は、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和６年３月１日
環地域事発第2403011号改正）別表１に規定する費用になります。なお、詳細については最
新版の同要領をご確認ください。 

※支出の内訳がわかる書類（見積書等）を添付してください。 
 ※専用割合による案分等補助対象外の経費がある場合は、補助対象経費の分を「うち補助対

象経費」に記載してください。 

 

（３）補助金の額の計算 

補助対象経費（Ａ） 円 

特定財源（Ｂ） 円 

補助対象額（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） 円 

補助申請額（Ｄ） 

※1千円未満切り捨て 

（計算式） 

①太陽光発電設備 

50,000 円×kW＝円 

②蓄電設備 

  円 

①＋②＝円 

（補助申請額）    円 
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様式第 2号（第 7条関係） 

事業計画書 

 

１ 実施する補助事業の種類及び補助率等（該当する種類に○印を記入） 

事業の種類 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（ア）太陽光設備 

【個人】補助率等 7 万円/kW 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（イ）蓄電池 

【個人】補助率等 1/3 もしくは 5万円/kWh の金額の低い方 

〇 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（ア）太陽光設備 

【事業者】補助率等 5 万円/kW 

〇 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（イ）蓄電池 

【事業者】補助率等 1/3 もしくは 6万円/kWh の金額の低い方 

 
イ 地域共生・地域裨益型再エネの立地（キ）太陽光設備 

【太陽光】補助率等 1/2 

 
イ 地域共生・地域裨益型再エネの立地（ケ）熱利用 

【家庭用】補助率等 2/3 上限 10 万円 

 

２ 事業概要 

申 請 者 名  △△△△株式会社 代表取締役 ▲▲▲▲ 

事 業 実 施 場 所 

（事業場等の所在地) 
 鹿角市◎◎字〇〇番地１ 

事業場等の所有者  △△△△株式会社 代表取締役 ▲▲▲▲ 

設 備 等 の 種 類  太陽光設備・蓄電池 

設 備 等 の 数 量 太陽光設備 100kW ・ 蓄電池 100kWh 

事 業 費 等 

事業費（円） 補助金申請額（円） 

40,000,000 11,000,000 

工      期 

着工予定年月日 完了予定年月日 

令和 7年 7月 1日 令和 7年 12 月 26 日 

施 工 予 定 業 者  ■■■■株式会社 

※ 設備等の更新に係る物件の概略図を添付してください。 

※ 事業を営むことがわかる書類（確定申告書等）、市税納税証明書を添付してください。 

※ 事業場の所有者が申請者と異なる場合は、事業場の所有者の同意書を添付してください。 

※ 完了予定年月日は工事費の支払予定日を記入してください。 
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３ 設備等の数量の詳細 

（メーカー、型式、能力（時間当たりエネルギー使用量など）、設置基数） 

 １ 太陽光発電設備 

   メーカー：株式会社□□ 

型式：EEE-FFF-590 

   能力：151.04kW 

数量：590W×256 枚 

 ２ パワーコンディショナー 

   メーカー：株式会社□□ 

型式：GGG-HHH-100 

能力：100kW 

数量：2台 

● 太陽光パネルとパワーコンディショナーの容量の比較 

   (1) 太陽光               0.590kW×256 枚＝151.04kW ① 

   (2) パワーコンディショナー 蓄電池向け出力  V× A＝   kW 

                  交流向け出力         100kW 

                  合計              kW ② 

               ①②を比較し、小さい出力は     100kW 

                   小数点以下切り捨て     100kW 

   ■事業費内訳（税込み）                     【単位：円】 

経費区分 経費 補助対象経費 積算内訳 

内：工事費 7,200,000 7,200,000 設計、電気工事、設備工事 

内：設備費 14,000,000 14,000,000 
太陽光パネル、パワーコンディ

ショナー 

内：業務費 650,000 800,000 
使用前自己確認検査、担当電気

主任技術者協議 

内：事務費 0   

外：その他 150,000  電力申請 

合計 22,000,000 21,850,000  

   ■合計 

    金額：22,000,000 円 補助対象経費：21,850,000 円 

    補助申請額 50,000 円 × 100kW ＝ 5,000,000 円 

   ■確認事項（チェック欄にレ点を入力してください） 

内   容 ﾁｪｯｸ欄 

・実施要領別紙２（２）交付対象事業を満たすものであること レ 

・商用化され、導入実績がある設備であること レ 
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・中古設備ではないこと レ 

・発電した電力の 30％以上を自家消費するものであること。ただし、消

費する電力量を含めて 50％以上を当該再エネ発電設備と同一都道府県

内の需要家が消費すること 

レ 

・固定価格買取制度（FIT）または FIP 制度の認定を取得しないこと レ 

・自己託送を行わない設備であること レ 

・法定耐用年数を経過するため J-クレジット制度へ登録しないこと レ 

・再エネ特措法に基づく「事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）」に

定める遵守事項に準拠した事業であること 
レ 

 
‣地域住民や地域の自治体と適切なコミュニケーションを図るとと

もに、地域住民に十分配慮して事業を実施するよう努めること 
レ 

 
‣関係法令及び条例の規定に従い、土地開発等の設計・施工を行うこ

と 
レ 

 
‣防災、環境保全、景観保全を考慮し交付対象設備の設計を行うよう

努めること 
レ 

 ‣一の場所において、設備を複数の設備に分割したものでないこと レ 

 

‣20kW 以上の太陽光発電設備の場合、発電設備を囲う柵塀を設置する

とともに、柵塀等の外側の見えやすい場所に標識（交付対象事業者の

名称・氏名・住所・連絡先電話番号、保守点検責任者の名称・氏名・

住所・連絡先電話番号、運転開始年月日、本交付金により設置した旨

を記載したもの）を掲示すること 

レ 

 

‣電気事業法の規定に基づく技術基準適合義務、立入検査、報告徴収

に対する資料の提出に対応するため、発電設備の設計図書や竣工試

験データを含む完成図書を作成し、適切な方法で管理及び保存する

こと 

レ 

 ‣設備の設置後、適切な保守点検及び維持管理を実施すること レ 

 

‣接続契約を締結している一般送配電事業者又は特定送配電事業者

から国が定める出力制御の指針に基づいた出力制御の要請を受けた

ときは、適切な方法により協力すること 

レ 

 

‣防災、環境保全、景観保全の観点から計画段階で予期しなかった問

題が生じた場合、適切な対策を講じ、災害防止や自然破壊、近隣への

配慮を行うよう努めること 

レ 

 ‣交付対象設備を処分する際は、関係法令の規定を遵守すること レ 

 

‣10kW 以上の太陽光発電設備の場合、交付対象設備の解体・撤去等に

係る廃棄等費用について、「廃棄等費用積立ガイドライン」（資源エネ

ルギー庁）を参考に、必要な経費を算定し、積立等の方法により確保

レ 



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

する計画を策定し、その計画に従い適切な経費の積立等を行い、発電

事業の終了時において、適切な廃棄・リサイクルを実施すること 

 

‣10kW 以上の太陽光発電設備の場合、災害等による撤去及び処分に備

えた火災保険や地震保険、第三者賠償保険等に加入するよう努める

こと 

レ 

・補助対象設備に対し、国の他の補助金等を受けていないこと レ 

・設備設置後 5年間自家消費量の報告ができること レ 

※ 設備容量が太陽光パネルとパワーコンディショナーの低い方を採用していること

を確認してください。なお、ハイブリッド型のパワーコンディショナーを採用する場

合はその方式が分かる資料を添付してください。 

  



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

 

 ２ 蓄電設備 

   メーカー：株式会社▲▲ 

型式：III-JJJ-222 

能力：100kWh 

数量：1台 

   ■事業費内訳（税込み）                     【単位：円】 

経費区分 経費 補助対象経費 積算内訳 

内：工事費 3,000,000 3,000,000 設置 

内：設備費 15,000,000 15,000,000 蓄電池 

内：業務費 0 0  

内：事務費 0 0  

外：その他 0   

合計 18,000,000 18,000,000  

   ■合計 

    金額：18,000,000 円 補助対象経費：18,000,000 円 

    補助該当の確認 18,000,000 円／100kWh＝180,000 円【該当：190,000 円以下】 

    補助申請額積算 ① 60,000 円×100kWh＝6,000,000 円 

            ② 18,000,000 円×1/3＝6,000,000 円 

            いずれか安い方 6,000,000 円を採用 

   ■確認事項（チェック欄にレ点を入力してください） 

内   容 ﾁｪｯｸ欄 

・１の太陽光発電設備の付帯設備であること（単体は対象外） レ 

・実施要領別紙２（２）交付対象事業を満たすものであること レ 

・商用化され、導入実績がある設備であること レ 

・中古設備ではないこと レ 

・蓄電池の価格が 19.0 万円/kWh 以下であること レ 

・原則として、太陽光発電設備で発電した電気を蓄電するものであり、

非常用予備電源ではなく、平常時充放電を繰り返すことを前提とした

設備であること 

レ 

・20kWh 以上で、鹿角広域行政組合火災予防条例（平成 6年条例第 9号）

で定める安全基準の対象となる蓄電システムであること 
レ 
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４ 収支予算書 

 

（１）収入内訳 

項目 金額 

本補助金申請額 11,000,000 円    

特定財源 0 円（Ｂ） 

自己資金 29,000,000 円    

その他 0 円    

合計 40,000,000 円    

 ※特定財源は、本補助金及び自己資金を除く特定の財源を指します。 

 

（２）支出内訳 

項目 金額 うち補助対象経費 

対象内経費：工事費 10,200,000 円 10,200,000 円 

対象内経費：設備費 29,000,000 円 29,000,000 円 

対象内経費：業務費 650,000 円 650,000 円 

対象内経費：事務費 0 円 0 円 

対象外経費：その他経費 150,000 円  

合計 40,000,000 円 39,850,000 円（Ａ） 

 ※補助対象経費の項目は、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和６年３月１日
環地域事発第2403011号改正）別表１に規定する費用になります。なお、詳細については最
新版の同要領をご確認ください。 

※支出の内訳がわかる書類（見積書等）を添付してください。 
 ※専用割合による案分等補助対象外の経費がある場合は、補助対象経費の分を「うち補助対

象経費」に記載してください。 

 

（３）補助金の額の計算 

補助対象経費（Ａ） 39,850,000 円 

特定財源（Ｂ） 0 円 

補助対象額（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） 39,850,000 円 

補助申請額（Ｄ） 

※1千円未満切り捨て 

（計算式） 

①太陽光発電設備 

50,000 円×100kW＝5,000,000 円 

②蓄電設備 

  6,000,000 円 

①＋②＝11,000,000 円 

（補助申請額）11,000,000 円 
 

 



様式第３号（第７条関係） 

令和  年  月  日 

鹿角市長 様 

 

報告者 住所   鹿角市                

 

事業所名                    

 

代表者名                   印  

 

電話番号                    

                    

誓 約 書 

 

鹿角市再エネ推進補助金の交付申請にあたり、次のとおり誓約し、及び同意します。 

 

 

１ 申請書（関係書類を含む。）の内容に虚偽がないこと。 

 

２ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第６

号に規定する暴力団員又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事

業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者を

いう）ではないこと。 

 

３ 本補助金を活用し実施しようとする事業において、活用が認められない他補助金の交

付を受けていないこと。 

 

４ 市が、補助金の交付事務の適正な執行を図るため必要があると認めるときは、当該補助

金の交付に関し必要な報告をし、又は調査に応じること。 

 

５ 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき、又は補助金の交付後に交付

要件に該当しないことが判明したときは、補助金を市に返還すること。 

 

６ 交付要件を確認するため、市が申請者に係る住民基本台帳及び課税情報に記録されて

いる事項を閲覧すること。 



様式第６号（第 10 条関係） 

 

  令和  年  月  日 

 

鹿角市長 様 

 

報告者 住所   鹿角市                

 

事業所名                    

 

代表者名                      

 

電話番号                    

 

 

鹿角市再エネ推進補助金事業着手届 

 

 

令和  年  月  日付け鹿指令補－      により交付決定を受けた補助事業

に着手しましたので、鹿角市再エネ推進補助金交付要綱第 10 条の規定により、届け出ます。 

 

 

 

 １ 着手した年月日  令和  年  月  日 



様式第７号（第 11 条関係） 

 

  令和  年  月  日 

 

鹿角市長 様 

 

報告者 住所   鹿角市                

 

事業所名                    

 

代表者名                      

 

電話番号                    

 

 

鹿角市再エネ推進補助金事業計画変更承認申請書・事業計画変更（廃止）承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け鹿指令補－      により補助金の交付の決定を受け

た事業の変更（廃止）について、承認を受けたいので、鹿角市再エネ推進補助金交付要綱第

１１条第１項の規定により、下記のとおり関係書類を添えて提出します。 

 

記 

 

 １ 変更（廃止）の内容 

 

 

 ２ 変更（廃止）の理由 

                                         

                                         

                                         

                                         

 

 ３ 補助金交付申請額    ￥                    

 

 ４ 既決定額        ￥                    

 

 ５ 増（△減）額      ￥                    

 



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

様式第９号（第 13 条関係） 

 

令和  年  月  日 

 

鹿角市長 様 

 

報告者 住所   鹿角市                

 

事業所名                    

 

代表者名                      

 

電話番号                    

 

鹿角市再エネ推進補助金実績報告書 

 

令和  年  月  日付け鹿指令補－      で交付決定を受けた標記補助金に

ついて、事業が完了したので、鹿角市再エネ推進補助金交付要綱第１３条の規定により、添

付書類を添えて報告します。 

 

 

添付書類 

１ 事業実績書（別紙） 

２ 補助対象事業に係る領収書等の写し（補助事業者が補助対象事業に係る費用を

負担したことを証する書類）及びその内訳を示す書類 

３ 完成図面 

４ 完成写真 

５ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(1) 事業実績書でチェックした■確認事項を確認できる書類 

(2) 契約書（本事業実施分に係る契約書で他のもの（住宅費など）が含まれてい

ないこと） 

(3) 内訳書（太陽光発電設備と蓄電池に分けた形で単価・数量が確認できること） 

(4) その他、市の検査に必要な書類（使用機器一覧、各種仕様書、試験成績書な

ど） 
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別紙 

事業実績書 

 

１ 実施する補助事業の種類及び補助率等（該当する種類に○印を記入） 

事業の種類 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（ア）太陽光設備 

【個人】補助率等 7 万円/kW 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（イ）蓄電池 

【個人】補助率等 1/3 もしくは 5万円/kWh の金額の低い方 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（ア）太陽光設備 

【事業者】補助率等 5 万円/kW 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（イ）蓄電池 

【事業者】補助率等 1/3 もしくは 6万円/kWh の金額の低い方 

 
イ 地域共生・地域裨益型再エネの立地（キ）太陽光設備 

【太陽光】補助率等 1/2 

 
イ 地域共生・地域裨益型再エネの立地（ケ）熱利用 

【家庭用】補助率等 2/3 上限 10 万円 

 

２ 事業概要 

申 請 者 名   

事 業 実 施 場 所 

（事業場等の所在地) 
 鹿角市 

事業場等の所有者   

設 備 等 の 種 類  太陽光設備・蓄電池 

設 備 等 の 数 量 太陽光設備  kW ・ 蓄電池  kWh 

事 業 費 等 

事業費（円） 補助金交付決定額（円） 

  

工      期 

着工年月日 完了年月日 

令和  年  月  日 令和  年  月  日 

施 工 業 者   

※ 設備等の写真、工事の完成図書等を添付してください。 

※ 完了年月日は設備等の支払日を記入してください。 
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３ 設備等の数量の詳細 

（メーカー、型式、能力（時間当たりエネルギー使用量など）、設置基数） 

 １ 太陽光発電設備 

   メーカー： 

型式： 

能力 

数量： 

 ２ パワーコンディショナー 

   メーカー： 

型式： 

能力： 

数量： 

● 太陽光パネルとパワーコンディショナーの容量の比較 

   (1) 太陽光                   kW× 枚＝   kW ① 

   (2) パワーコンディショナー 蓄電池向け出力  V× A＝   kW 

                  交流向け出力          kW 

                  合計              kW ② 

               ①②を比較し、小さい出力は      kW 

                   小数点以下切り捨て        kW 

   ■事業費内訳（税込み）                     【単位：円】 

経費区分 経費 補助対象経費 積算内訳 

内：工事費    

内：設備費    

内：業務費    

内：事務費    

外：その他    

合計    

   ■合計 

    金額：円 補助対象経費：円 

    補助申請額 50,000 円× kW＝円 

   ■確認事項（チェック欄にレ点を入力してください） 

内   容 ﾁｪｯｸ欄 

・実施要領別紙２（２）交付対象事業を満たすものであること  

・商用化され、導入実績がある設備であること  



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

・中古設備ではないこと  

・発電した電力の 30％以上を自家消費するものであること。ただし、消

費する電力量を含めて 50％以上を当該再エネ発電設備と同一都道府県

内の需要家が消費すること 

 

・固定価格買取制度（FIT）または FIP 制度の認定を取得しないこと  

・自己託送を行わない設備であること  

・法定耐用年数を経過するため J-クレジット制度へ登録しないこと  

・再エネ特措法に基づく「事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）」に

定める遵守事項に準拠した事業であること 
 

 
‣地域住民や地域の自治体と適切なコミュニケーションを図るとと

もに、地域住民に十分配慮して事業を実施するよう努めること 
 

 
‣関係法令及び条例の規定に従い、土地開発等の設計・施工を行うこ

と 
 

 
‣防災、環境保全、景観保全を考慮し交付対象設備の設計を行うよう

努めること 
 

 ‣一の場所において、設備を複数の設備に分割したものでないこと  

 

‣20kW 以上の太陽光発電設備の場合、発電設備を囲う柵塀を設置する

とともに、柵塀等の外側の見えやすい場所に標識（交付対象事業者の

名称・氏名・住所・連絡先電話番号、保守点検責任者の名称・氏名・

住所・連絡先電話番号、運転開始年月日、本交付金により設置した旨

を記載したもの）を掲示すること 

 

 

‣電気事業法の規定に基づく技術基準適合義務、立入検査、報告徴収

に対する資料の提出に対応するため、発電設備の設計図書や竣工試

験データを含む完成図書を作成し、適切な方法で管理及び保存する

こと 

 

 ‣設備の設置後、適切な保守点検及び維持管理を実施すること  

 

‣接続契約を締結している一般送配電事業者又は特定送配電事業者

から国が定める出力制御の指針に基づいた出力制御の要請を受けた

ときは、適切な方法により協力すること 

 

 

‣防災、環境保全、景観保全の観点から計画段階で予期しなかった問

題が生じた場合、適切な対策を講じ、災害防止や自然破壊、近隣への

配慮を行うよう努めること 

 

 ‣交付対象設備を処分する際は、関係法令の規定を遵守すること  

 
‣10kW 以上の太陽光発電設備の場合、交付対象設備の解体・撤去等に

係る廃棄等費用について、「廃棄等費用積立ガイドライン」（資源エネ
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ルギー庁）を参考に、必要な経費を算定し、積立等の方法により確保

する計画を策定し、その計画に従い適切な経費の積立等を行い、発電

事業の終了時において、適切な廃棄・リサイクルを実施すること 

 

‣10kW 以上の太陽光発電設備の場合、災害等による撤去及び処分に備

えた火災保険や地震保険、第三者賠償保険等に加入するよう努める

こと 

 

・補助対象設備に対し、国の他の補助金等を受けていないこと  

・設備設置後 5年間自家消費量の報告ができること  

※ 設備容量が太陽光パネルとパワーコンディショナーの低い方を採用していること

を確認してください。なお、ハイブリッド型のパワーコンディショナーを採用する場

合はその方式が分かる資料を添付してください。 

  



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

 

 ２ 蓄電設備 

   メーカー： 

型式： 

能力 

数量： 

   ■事業費内訳（税込み）                     【単位：円】 

経費区分 経費 補助対象経費 積算内訳 

内：工事費    

内：設備費    

内：業務費    

内：事務費    

外：その他    

合計    

   ■合計 

    金額：円 補助対象経費：円 

    補助該当の確認 円／kWh＝円【該当：190,000 円以下】 

    補助申請額積算 ① 60,000 円×kWh＝円 

            ② 円×1/3＝円 

            いずれか安い方 円を採用 

   ■確認事項（チェック欄にレ点を入力してください） 

内   容 ﾁｪｯｸ欄 

・１の太陽光発電設備の付帯設備であること（単体は対象外）  

・実施要領別紙２（２）交付対象事業を満たすものであること  

・商用化され、導入実績がある設備であること  

・中古設備ではないこと  

・蓄電池の価格が 19.0 万円/kWh 以下であること  

・原則として、太陽光発電設備で発電した電気を蓄電するものであり、

非常用予備電源ではなく、平常時充放電を繰り返すことを前提とした

設備であること 

 

・20kWh 以上で、鹿角広域行政組合火災予防条例（平成 6年条例第 9号）

で定める安全基準の対象となる蓄電システムであること 
 

 

  



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

４ 収支予算書 

 

（１）収入内訳 

項目 金額 

本補助金申請額 円    

特定財源 円（Ｂ） 

自己資金 円    

その他 円    

合計 円    

 ※特定財源は、本補助金及び自己資金を除く特定の財源を指します。 

 

（２）支出内訳 

項目 金額 うち補助対象経費 

対象内経費：工事費 円 円 

対象内経費：設備費 円 円 

対象内経費：業務費 円 円 

対象内経費：事務費 円 円 

対象外経費：その他経費 円  

合計 円 円（Ａ） 

 ※補助対象経費の項目は、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和６年３月１日
環地域事発第2403011号改正）別表１に規定する費用になります。なお、詳細については最
新版の同要領をご確認ください。 

※補助対象経費の支払いがわかる書類（領収書の写し等）を添付してください。 
 ※専用割合による案分等補助対象外の経費がある場合は、補助対象経費の分を「うち補助対

象経費」に記載してください。 

 

 

 

 



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

様式第９号（第 13 条関係） 

 

令和 ８年 １月 ５日 

 

鹿角市長 様 

 

報告者 住所   鹿角市◎◎字〇〇番地１        

 

事業所名 △△△△株式会社           

 

代表者名 代表取締役 ▲▲▲▲         

 

電話番号 ０１８６-１１-１１１１        

 

鹿角市再エネ推進補助金実績報告書 

 

令和 ７年 ６月３０日付け鹿指令補－６７８９０で交付決定を受けた標記補助金につ

いて、事業が完了したので、鹿角市再エネ推進補助金交付要綱第１３条の規定により、添付

書類を添えて報告します。 

 

 

添付書類 

１ 事業実績書（別紙） 

２ 補助対象事業に係る領収書等の写し（補助事業者が補助対象事業に係る費用を

負担したことを証する書類）及びその内訳を示す書類 

３ 完成図面 

４ 完成写真 

５ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(1) 事業実績書でチェックした■確認事項を確認できる書類 

(2) 契約書（本事業実施分に係る契約書で他のもの（住宅費など）が含まれてい

ないこと） 

(3) 内訳書（太陽光発電設備と蓄電池に分けた形で単価・数量が確認できること） 

(4) その他、市の検査に必要な書類（使用機器一覧、各種仕様書、試験成績書な

ど） 

 

 



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

別紙 

事業実績書 

 

１ 実施する補助事業の種類及び補助率等（該当する種類に○印を記入） 

事業の種類 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（ア）太陽光設備 

【個人】補助率等 7 万円/kW 

 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（イ）蓄電池 

【個人】補助率等 1/3 もしくは 5万円/kWh の金額の低い方 

〇 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（ア）太陽光設備 

【事業者】補助率等 5 万円/kW 

〇 
ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（イ）蓄電池 

【事業者】補助率等 1/3 もしくは 6万円/kWh の金額の低い方 

 
イ 地域共生・地域裨益型再エネの立地（キ）太陽光設備 

【太陽光】補助率等 1/2 

 
イ 地域共生・地域裨益型再エネの立地（ケ）熱利用 

【家庭用】補助率等 2/3 上限 10 万円 

 

２ 事業概要 

申 請 者 名  △△△△株式会社 代表取締役 ▲▲▲▲ 

事 業 実 施 場 所 

（事業場等の所在地) 
 鹿角市◎◎字〇〇番地１ 

事業場等の所有者  △△△△株式会社 代表取締役 ▲▲▲▲ 

設 備 等 の 種 類  太陽光設備・蓄電池 

設 備 等 の 数 量 太陽光設備 100kW ・ 蓄電池 100kWh 

事 業 費 等 

事業費（円） 補助金交付決定額（円） 

40,000,000 11,000,000 

工      期 

着工年月日 完了年月日 

令和 7年 7月 1日 令和 7年 12 月 26 日 

施 工 業 者  ■■■■株式会社 

※ 設備等の写真、工事の完成図書等を添付してください。 

※ 完了年月日は設備等の支払日を記入してください。 

 



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

３ 設備等の数量の詳細 

（メーカー、型式、能力（時間当たりエネルギー使用量など）、設置基数） 

 １ 太陽光発電設備 

   メーカー：株式会社□□ 

型式：EEE-FFF-590 

   能力：151.04kW 

数量：590W×256 枚 

 ２ パワーコンディショナー 

   メーカー：株式会社□□ 

型式：GGG-HHH-100 

能力：100kW 

数量：2台 

● 太陽光パネルとパワーコンディショナーの容量の比較 

   (1) 太陽光               0.590kW×256 枚＝151.04kW ① 

   (2) パワーコンディショナー 蓄電池向け出力  V× A＝   kW 

                  交流向け出力         100kW 

                  合計              kW ② 

               ①②を比較し、小さい出力は     100kW 

                   小数点以下切り捨て     100kW 

   ■事業費内訳（税込み）                     【単位：円】 

経費区分 経費 補助対象経費 積算内訳 

内：工事費 7,200,000 7,200,000 設計、電気工事、設備工事 

内：設備費 14,000,000 14,000,000 
太陽光パネル、パワーコンディ

ショナー 

内：業務費 650,000 800,000 
使用前自己確認検査、担当電気

主任技術者協議 

内：事務費 0   

外：その他 150,000  電力申請 

合計 22,000,000 21,850,000  

   ■合計 

    金額：22,000,000 円 補助対象経費：21,850,000 円 

    補助申請額 50,000 円 × 100kW ＝ 5,000,000 円 

   ■確認事項（チェック欄にレ点を入力してください） 

内   容 ﾁｪｯｸ欄 

・実施要領別紙２（２）交付対象事業を満たすものであること レ 



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

・商用化され、導入実績がある設備であること レ 

・中古設備ではないこと レ 

・発電した電力の 30％以上を自家消費するものであること。ただし、消

費する電力量を含めて 50％以上を当該再エネ発電設備と同一都道府県

内の需要家が消費すること 

レ 

・固定価格買取制度（FIT）または FIP 制度の認定を取得しないこと レ 

・自己託送を行わない設備であること レ 

・法定耐用年数を経過するため J-クレジット制度へ登録しないこと レ 

・再エネ特措法に基づく「事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）」に

定める遵守事項に準拠した事業であること 
レ 

 
‣地域住民や地域の自治体と適切なコミュニケーションを図るとと

もに、地域住民に十分配慮して事業を実施するよう努めること 
レ 

 
‣関係法令及び条例の規定に従い、土地開発等の設計・施工を行うこ

と 
レ 

 
‣防災、環境保全、景観保全を考慮し交付対象設備の設計を行うよう

努めること 
レ 

 ‣一の場所において、設備を複数の設備に分割したものでないこと レ 

 

‣20kW 以上の太陽光発電設備の場合、発電設備を囲う柵塀を設置する

とともに、柵塀等の外側の見えやすい場所に標識（交付対象事業者の

名称・氏名・住所・連絡先電話番号、保守点検責任者の名称・氏名・

住所・連絡先電話番号、運転開始年月日、本交付金により設置した旨

を記載したもの）を掲示すること 

レ 

 

‣電気事業法の規定に基づく技術基準適合義務、立入検査、報告徴収

に対する資料の提出に対応するため、発電設備の設計図書や竣工試

験データを含む完成図書を作成し、適切な方法で管理及び保存する

こと 

レ 

 ‣設備の設置後、適切な保守点検及び維持管理を実施すること レ 

 

‣接続契約を締結している一般送配電事業者又は特定送配電事業者

から国が定める出力制御の指針に基づいた出力制御の要請を受けた

ときは、適切な方法により協力すること 

レ 

 

‣防災、環境保全、景観保全の観点から計画段階で予期しなかった問

題が生じた場合、適切な対策を講じ、災害防止や自然破壊、近隣への

配慮を行うよう努めること 

レ 

 ‣交付対象設備を処分する際は、関係法令の規定を遵守すること レ 

 ‣10kW 以上の太陽光発電設備の場合、交付対象設備の解体・撤去等に レ 



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

係る廃棄等費用について、「廃棄等費用積立ガイドライン」（資源エネ

ルギー庁）を参考に、必要な経費を算定し、積立等の方法により確保

する計画を策定し、その計画に従い適切な経費の積立等を行い、発電

事業の終了時において、適切な廃棄・リサイクルを実施すること 

 

‣10kW 以上の太陽光発電設備の場合、災害等による撤去及び処分に備

えた火災保険や地震保険、第三者賠償保険等に加入するよう努める

こと 

レ 

・補助対象設備に対し、国の他の補助金等を受けていないこと レ 

・設備設置後 5年間自家消費量の報告ができること レ 

※ 設備容量が太陽光パネルとパワーコンディショナーの低い方を採用していること

を確認してください。なお、ハイブリッド型のパワーコンディショナーを採用する場

合はその方式が分かる資料を添付してください。 

  



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

 

 ２ 蓄電設備 

   メーカー：株式会社▲▲ 

型式：III-JJJ-222 

能力：100kWh 

数量：1台 

   ■事業費内訳（税込み）                     【単位：円】 

経費区分 経費 補助対象経費 積算内訳 

内：工事費 3,000,000 3,000,000 設置 

内：設備費 15,000,000 15,000,000 蓄電池 

内：業務費 0 0  

内：事務費 0 0  

外：その他 0   

合計 18,000,000 18,000,000  

   ■合計 

    金額：18,000,000 円 補助対象経費：18,000,000 円 

    補助該当の確認 18,000,000 円／100kWh＝180,000 円【該当：190,000 円以下】 

    補助申請額積算 ① 60,000 円×100kWh＝6,000,000 円 

            ② 18,000,000 円×1/3＝6,000,000 円 

            いずれか安い方 6,000,000 円を採用 

   ■確認事項（チェック欄にレ点を入力してください） 

内   容 ﾁｪｯｸ欄 

・１の太陽光発電設備の付帯設備であること（単体は対象外） レ 

・実施要領別紙２（２）交付対象事業を満たすものであること レ 

・商用化され、導入実績がある設備であること レ 

・中古設備ではないこと レ 

・蓄電池の価格が 19.0 万円/kWh 以下であること レ 

・原則として、太陽光発電設備で発電した電気を蓄電するものであり、

非常用予備電源ではなく、平常時充放電を繰り返すことを前提とした

設備であること 

レ 

・20kWh 以上で、鹿角広域行政組合火災予防条例（平成 6年条例第 9号）

で定める安全基準の対象となる蓄電システムであること 
レ 

 

  



（１）ア 自家消費型 太陽光・蓄電池【事業所】 

４ 収支予算書 

 

（１）収入内訳 

項目 金額 

本補助金申請額 11,000,000 円    

特定財源 0 円（Ｂ） 

自己資金 29,000,000 円    

その他 0 円    

合計 40,000,000 円    

 ※特定財源は、本補助金及び自己資金を除く特定の財源を指します。 

 

（２）支出内訳 

項目 金額 うち補助対象経費 

対象内経費：工事費 10,200,000 円 10,200,000 円 

対象内経費：設備費 29,000,000 円 29,000,000 円 

対象内経費：業務費 650,000 円 650,000 円 

対象内経費：事務費 0 円 0 円 

対象外経費：その他経費 150,000 円  

合計 40,000,000 円 39,850,000 円（Ａ） 

 ※補助対象経費の項目は、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和６年３月１日
環地域事発第2403011号改正）別表１に規定する費用になります。なお、詳細については最
新版の同要領をご確認ください。 

※補助対象経費の支払いがわかる書類（領収書の写し等）を添付してください。 
 ※専用割合による案分等補助対象外の経費がある場合は、補助対象経費の分を「うち補助対

象経費」に記載してください。 

 

 

 

 



様式第 12 号（第 19 条関係） 

 

  令和  年  月  日 

 

鹿角市長 様 

 

申請者 住所   鹿角市                

 

事業所名                    

 

代表者名                      

 

電話番号                    

 

 

鹿角市再エネ推進補助金取得設備等処分承認申請書 

 

 

令和  年  月  日付け鹿指令補－      で交付の決定を受けた標記補助金

で取得した設備等を次の理由により処分したいので、承認を求めます。 

 

 

 処分したい理由 

 

 

 



  令和  年  月  日 

 

鹿角市長        様 

 

申請者 住所   鹿角市                

 

事業所名                    

 

代表者名                      

 

電話番号                    

 

消費税及び地方消費税額確定報告書 

 

令和  年  月  日付け鹿指令補－      により交付決定を受けた補助金に

ついて、鹿角市再エネ推進補助金交付要綱第２１条第３号の規定により、次のとおり別紙資

料を添えて報告します。 

 

 

 

 １ 補助金額（確定通知書により通知した額） 

                             円 

 

 ２ 消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る 

消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額 

                             円 

 

 ３ 別紙資料 

  ア 補助事業を実施した会計年度の消費税及び地方消費税の確定申告書の写し 

  イ アに掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

 

 


